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－奈良産業大学学生相談室の活動（平成 23 年度）から－
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はじめに
　学生支援センターが開設されて二年が経過した。平成２３年度は、学生支援センターにとって画期的な年となっ

た。

　まず、第一にそれまでの５号館一階から２号館二階に新設、移転されたのである。スペースはそれまでの四倍と

なった。事務職員の執務スペース（窓口業務を含む）、学生の休憩スペース、保健室、三つの個別面接室、会議室、

学生支援センター長室である。同じフロアーには、学務課、就職課、国際交流センター等が配置されており、学生

の動線に合わせた機能的な作りになっている。　

　第二には、学生支援センターの休憩スペースで学習支援のためのリメディアル教育が実施される運びとなったこ

とである。第三には、学生相談の推進活動としての教職員向け学生相談研修会が定期的に実施された。このことに

よって、教職員の学生相談への関心が、より一層向けられたと思われる。特に第二、第三については、詳述してい

く。はじめに、個別の相談活動の内容を示す。

１．平成２３年度の学生相談活動概要
１．１　個別の学生相談

１．１．１　学生相談実施学生の「実人数」「延べ面接回数」（2011.4 〜 2012.3）
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１．１．２　相談内容の内訳（学修，心理・適応など）

本学では、学生支援センター開設にあたり、右図のような学生支援の方針を

定めている。　

　ａ）「心」の問題、ｂ）「学び」の問題、ｃ）「身体」の問題が三位一体となって、

　学生支援の実が上がると考えている。そこで平成 23 年度の実績を示す。

　１．１．３　学生支援方針への取り組み

　ａ）「心」の問題

　表１−１は学生・保護者への個別相談件数・教職員に対するコンサルテーションの実数である。まず、学生への

個別面接について概略を説明する。表の左縦軸①〜⑳は筆者による個別面接の人数である。この中で、④⑨⑩⑬⑮

⑳は特別な支援を要する学生（１名は卒業生）である。しかし、ここにあがっている２０名は「相談内容の内訳」

にあるような明確な区分ができない。学年の推移によって流動し、複合的な問題へと発展していく可能性がある。

学生個々人も成長・変化しているのである。とりわけ三、四年次は、就職問題に起因する支援が必要になってくる。

今後は、個人別・縦断的に成長・変化の様子を捉えることで、卒業までの支援効果を検討が求められる。

　ｂ）「学び」の問題

　学生支援センターでは、前年度、教職員の皆様に訴えた結果、平成２３年度になって１・２年の学生を中心に「自

主勉強会」を開設することができた。短期的な目標として、前後期の単位を取得することを目指している。単位が

取れさえすれば、それでいいと考えている学生がいると思われる。もしそうならば、次の段階としては就職支援に

繋げていく方策を考えなければならない。これは、「大学における学生相談体制の充実方策について」（１）（独立行

政法人日本学生支援機構，2007）で述べられている、「学生生活サイクル」を三つのステージで説明していること

と対応している。

　本来、「学生支援」と言った場合は、発達障害や心理的な問題を抱えている学生だけを対象としたものではなく、

全学生を対象とするものである。本学も、その流れに入ってきたと思われる。しかし、未だ全学的な取り組みとは

なっていない。本学の学生支援センターの開設方針では、「心」・「学び」・「身体」を全学的な対応によってサポー

トしていくという、「ユニバーサルデザイン」の考え方は示されている。早急に実効性のある横の連携、すなわち「チ

ーム支援」を実現していくことが今後の課題である。

　ｃ）「身体」の問題

　全学生の健康管理を担う役割としての保健室がある。ここで行われている学生支援は「心」と「学び」のバラン

スを図りながら、学生個人において、より高い目標を実現させるためのサポートを行う場である。その意味で、傷

病はもとより、「心」の面でも、カウンセラー（以後、Co: とする）との連絡を密にして対応している。今後もし

っかりと協力していきたい。

　



小規模の大学における学生支援の試み（３）　−奈良産業大学学生相談室の活動（平成２３年度）から− 175

２．障害者への教育的支援の動向
（１）「サラマンカ宣言」（１９９４）

　インクルーシブ（Inclusive） 教育（「障害の有無にかかわらない万人のための学校」）は、重度の障害児を含むす

べての児童・生徒に対して、社会の完全な一員として実り多い生活を準備するために、近隣にある学校の年齢相当

の学級において、必要な補助具と支援サービスとともに、効果的な教育サービスを受ける公正な機会を用意するこ

とである。この宣言以降、日本の初等中等教育の現場では、“特殊教育” から “特別支援教育” への移行が始まった。

（２）「発達障害者支援法」（２００５）成立

　第八条（教育）２　大学及び高等専門学校は、発達障害者の障がいの状態に応じ、適切な教育上の配慮をするも

のとする。高等教育である大学において、初等中等教育と同じように教育上の配慮を求めている。

（３）「教育基本法」（２００６）改正

　第四条　２ 国及び地方公共団体は、障害（新設）のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられ

るよう、教育上必要な支援を講じなければならない。障害者に対する教育的配慮の保障を謳っている。

（４）国際連合「障害者権利条約」（２００６）採択

　日本は、上記「障害者権利条約」に２００７年に署名した。現在、批准をめざし、国内法との整合性を確保するため

の検討が文部科学省を中心に行われている。この、第２４条を子細に読んでいくと、特に、４は１の権利の実現確保の

ために、「手話又は点字について能力を有する教員（障害のある教員を含む。）を雇用し、並びに教育のすべての段階に

従事する専門家及び職員に対する研修を行うための適当な措置をとる。この研修には、障害についての意識の向上を組

み入れ、また、適当な意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式の使用並びに障害者を支援するための教育

技法及び教材の使用を組み入れるものとする。」とある。初等中等教育諸学校では「発達障害者支援法」（2005）により、

すでに特別支援教育が実施されており、あと３年程で特別支援教育を受けた世代の生徒が大学に入学して来るのであ

る。生徒・保護者は大学の選択肢として当然のごとく、大学側の対応を判断基準にすると思われる。このため他大学に

おいては、その準備に入っている。本学でも早急に態勢を整える必要がある。
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３．個別学生相談の具体的な取り組み
３．１「学生相談トリアージ」の作成と運用方法

　　　「学生相談トリアージ」レベル分類基準について

１）�学生相談活動を円滑に推進するための方策として、奈良産業大学の学生支援センターは「チーム援助」の観点

から、「災害時救急医療全体システム」（トリアージ）を「学生援助トリアージ」として援用する。

※「災害時救急医療全体システム（トリアージ）」とは？

２）当該関係者（教職員）と共に、「学生援助シート」を作成する。その際、トリアージレベルを決定する。

３）筆者が招集する「学生援助会議（仮称）」、に提案・協議し、具体的に当該学生を援助する。

４）�「学生援助会議（仮称）」の構成メンバー（学生支援センター長・同事務室長・カウンセラー（以後、Co:と表記する）・

当該学生関係者の三分の２以上の出席者で会議が成立する）。

災害時の救命現場では、限られた医療スタッフや医薬品等の医療機能を最大に活用して、可能な傷病者の治療にあたる
ことが必要です。傷病者のトリアージ (triage) とは、医療機能が制約される中で、一人でも多くの傷病者に対して最善
の治療を行うため、その緊急度や傷度によって、治療や後方搬送の優先順位を決めることです。（厚生労働省の定義）

　「レベル３・４の学生については、当該関係者（アドバイザー等）と Co:（カウンセラー）で「学生援助シート」

を作成し、「学生相談対象学生の基礎資料とする。この時点では「学生の見守り」について情報学部で先行して実

施された。各授業担当者が自分の授業を通じて、躓きのある学生を詳細に観察して、実態を把握してもらうことに

なる。（例：すぐに怒る、黒板のメモが遅い、対人コミュニケーションが、どのようにうまくいかないのか等、具
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体的に！！）その上で、学生に適した具体的な支援策を考えていく。

　ここで、「学生支援トリアージ」について、「レベル１」で説明する。左図の「レベル１　Co：が当該関係者を介して、

直接に危機介入し、解決のための資源を追求しながら、解決への手だてを模索しながら、取り組む。」となっており、

右図では、「レベル１　専門的知識を必要とし、長期的に深い関わりが求められる。また、外部機関との連携を図る。

（専門的領域）」となっている。すなわち、「レベル１」の段階の学生は、危機介入が必要な学生である。このよう

な学生の数は、全学生数から考えるならば、少数であろう。しかし、その学生は「重篤」であると考えられるので、

対応するためには高度な「専門性」が求められる。「レベル１〜４」を順次見ていくと、「重篤」が、人数的には減

少していく。一方、「専門性」のレベルが次第に低くなり、対応する人的資源が Co:　 →　アドバイザー　→　一

般教員　→　一般職員と、裾野は広がっていくのである。

３．２「学生援助シート」の作成と運用方法について

　左記　図３−１で示した「学生相談トリアージ」のレベル１〜３の学生については、当該関係者（アドバイザー等）

と Co: によって、以下に示す「学生援助シート」を作成した。「学生の見守り（レベル３）」以上を基礎資料とした。
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　実際に筆者が Co: として、聞き取りを行った。一人分を「学生援助シート」に書き込む時間は約３０分を要した。

その結果、前ページのような援助の目標を明らかにすることができることになった。このあとの手順としては、定

期的にまたは、必要に応じて、シートの更新を行うことである。アドバイザーからの申し出、あるいは、Co: が「援

助会議」を開く必要を感じた際には、前回のシートを下敷きにして、どのような援助を行うのかを話し合う。そして、

個人別ファイルとして、㊙扱いで保管し、いつでも更新できるような態勢を立てようと考えていた。しかし、これ

まで見直しの機会に恵まれていない。今後の課題である。

４．　本学の学生教育相談研修会
４．１．学生相談研修会（学生支援センター主催）

　２０１１年度学生相談研修会　“『学生の声をこころで聴く』実際的方法論” （講義・実習）（5/24）

　　① 来談者中心療法とは　　②カウンセリングの基本技法「受容・共感・肯定的態度」　③ロールプレー実習

　　参加人数：教員（７）名　　事務職員（９）名

４．２．学生相談定期研修会（学生支援センター主催）　毎月第２火曜日の２限目　（会場：１号館　第３会議室）

　　第１回　学生相談の枠組み（「大学での相談活動について」）（講義）（６／ 14）　　　

　　① 学生支援モデル　②「学生支援シート」の運用について 　③学生支援の在り方等　　

　　参加人数：教員（６）名　　事務職員（３）名

　　第２回　事例研究（学生援助シートの活用）（講義・グループワーク）（７／ 12）

　　① 「学生支援シート」の実際　　②インシデント・プロセス法による事例研究

　　参加人数：教員（９）名　　事務職員（８）名

　　第３回　発達障がい（アスペルガー症候群・発達障がいとは）（講義）（８／９）　　

　　参加人数：教員（７）名　　事務職員（６）名

　　第４回　発達障がい（就労・学業・生活等具体的支援）（講義）（９／ 13）

　　① 発達（アンバランス）障がいとはどんな問題か？

　　参加人数：教員（６）名　　事務職員（３）名

　　第５回　解決のための面接技法Ⅰ（講義）（10 ／ 11）　　　　　

　　① “解決志向ブリーフセラピー” によるカウンセリング方法論

　　参加人数：教員（５）名　　事務職員（５）名

　　第６回　解決のための面接技法Ⅱ（実習）（11 ／８）

　　① " 解決志向ブリーフセラピー " によるカウンセリングとロールプレー実習、DVD 視聴

　　参加人数：教員（６）名　　事務職員（６）名　　　　

　　第７回　「アサーション（自己主張）のわーく（講義・実習）」（12 ／ 18）　　

　　① 「自己主張ロールプレイの講義」　②「自己主張ロールプレイ実習」

　　参加人数：教員（５）名　　事務職員（５）名

　　第８回　「アサーション（自己主張）のわーく（実習）」（１／ 10）

　　① 「アサーション（自己主張）ロールプレイ実習」　

　　参加人数：教員（５）名　　事務職員（３）名

　　第９回　「学生が思わず本音を語る、学生相談を目指して」（講義）（2 ／ 21）　最終回　　
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　　① 来談者中心療法とは　　②カウンセリングの基本技法　　③解決志向アプローチ

　　参加人数：教員（９）名　　事務職員（３）名　　　　　　　　 参加対象・全教職員、自由参加原則

　以上のように、定期研修会を始めたため、教職員向けの研修会を１０回行ったことになる。前年度まで、全教職

員を参加対象とした研修会を年１，２回行ってきた。しかし、本年度は定期研修会を実施することにした。少しで

も本学の相談活動に寄与することになるのであればという思いで、何とかやり遂げることができた。この原動力と

なったのは、研修会と歩調を合わせるように「学生相談だより」を発行（次章で詳述）して、毎回の研修内容を参

加できなかった教職員に広報することが必要だと考えたからである。さらには、学生支援センターの活動が不断に

続けられていることを内外に知らせることにもなる。

　定期研修会には、９回で８８名、毎回１０名ほどの参加者であった。三郷キャンパスの教職員は約百名であるの

で、約１割の参加ということである。この数字をどう評価するか、考える必要である。

４．３．「学生相談だより」の発行

　２０１１年５月７日に創刊号を発行した。年度内に毎月１回、主に教職員に対する定期研修会に出席された先生

方の声を掲載し、筆者が疑問等に答えるというスタイルをとっている。以下に№９　12.9 号を参照する。
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　以上のような研修会の内容と学生相談や心理学に関する話題を提供してきた。全９回の定期研修会を通して、筆

者が学んだことをまとめておく。

① �参加者が平均１０名であったことは、教職員の授業が最も少ない時限と曜日を特定したが、予想外に少なく、

残念であった。しかし、参加された方々は、普段の学生指導で学生相談の必要性を感じている人であることも

わかった。これは、学内における人的資源を確保し、新しい力になることを示唆している。また、筆者がこれ

までに学んできたベーシックな事柄をまとめる機会となった。

② �今後、具体的な学生支援のためのツール（学生援助シート等）を個別に使用して、学生援助シートの更新を進

めていきたい。

５．「リメディアル教育」について
　本学の学生支援目標について、１．１．３　ａ）「学び」の問題で「自主勉強会」についてふれた。そこで、どの

ような流れだったのか、まとめておきたい。

　はじめに、「リメディアル（remedial）教育」の意味について述べる。これは、大学教育を受けるために必要な

基礎学力を補うために行われる補習教育。学力不足が著しく不足している学生を支援するために大学が実施する教

育である。

　移民の国であるアメリカのコミュティカレッジ（短期大学）で始められた教育である。四年制大学で学ぶための

準備として必要な、読み・書き・数学といった基礎的なコースを設定している。日本では、大学の講義内容がわか

る程度の学力を補充するための教育内容だと理解すればいいと思われる。初等中等教育で分数・かけ算や基礎的な

漢字の習得ができていないままに、大学に入学してきた学生に少しでも、基礎学力を養成したいとの思いで取り組

んでいる。この考え方は、平成２２年度に FD 委員会から全学的な課題として提起された。それを、学生支援セン

ター運営委員会等で検討の結果、以下のような実施要領が作成された。
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　全学をあげて、協力してもらったことで、学生の学力状況について実態を把握することができた。先生方の授業

に対する工夫につながると思われる。

　後期の１１月から２月末まで、アドバイザーから推薦のあった学生に対して、「後期リメディアル教育の実施に

ついて」の要領で学習が始まった。何はともあれ、できることからはじめることが大事である。月曜 4 時限目、火

曜５時限目、水曜５時限目を中心に、学生支援センター運営委員が交代で指導にあたった。推薦を受けた学生は、

決して、自らの意思で訪れているわけではない。しかし、このようなことを契機に、地道に努力することで少しで

も内容が理解できるようになれば、次には自らの意思で取り組むことになると信じる。実際、３年生が、「このま

までは、就職試験が不安」ということで、センターで学習している。本学のリメディアル教育は始まったばかりで

ある。より一層の努力を学生・教職員共々にできれば、必ず結果はついてくると期待している。

６．今後の課題
　「1.1.3　学生支援方針への取り組み」で述べた内容は、学生相談の大きな流れを、意識した理念ではなかったが、

今となってみれば、本学での「チーム支援」構築に大きく寄与している。筆者が赴任してきた当時、すでに学生に
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対する教育相談体制の確立は早急な課題であったので、「学生支援指針」は、教職員に必要性を訴える大きな力に

なった。少しずつではあるが、着実に全学での支援態勢が整いつつある。次年度に向けて、課題となる事項につい

て、述べることにする。

　まず、３．２「学生援助シート」の有効活用について、一枚目のシートを作成して、更新することもなく、次年

度を迎えている。これを何とか、教職員に呼びかけて、学生支援をもっと手厚くする必要がある。そのためには、

大学全体に「チーム支援」に基づいた組織の態勢を作っていくことが有効な方法である。一日も早く、そのための

叩き台を作っていくことが肝要である。

　次に、５．「リメディアル教育」については、学生支援センターの教職員による呼びかけによって、軌道に乗っ

てきたと思われる。しかしながら、学習内容がどれほど学生にマッチした内容であるか、今後研究していかねばな

らない。学生支援センター運営委員は授業を行いながら、空き時間を利用して、センターに出向き対応している現

状である。やはり、塾講師や中等教育学校の退職教員等にお願いして、学生指導に当たって欲しいと感じる。その

ための予算措置が必要である。
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